
ITS無線の必要性について

2021年2月22日
特定非営利活動法人 ITS Japan

資料４－１－６



2

１．ITS Japanの活動概要
２．ITSとは・・・
３．日本のITSの歴史
４．ITSが解決すべき社会課題
５．760MHz帯電波を利用したサービス(ITS Connect)
６．ITS向け専用周波数の普及と将来展望
７．ITS向け専用周波数の海外動向
８．ITSに求められる周波数と周波数移行の影響
９．まとめ

本日の内容



3

■ 沿革
1994年1月 ITS世界会議の運営母体として設立

Vehicle, Road and Traffic Intelligence Society
道路・交通・車両インテリジェント化推進協議会

2001年6月 ITS Japanに名称変更(任意団体)
2005年6月 法人格(特定非営利活動法人)取得

■ ITS Japanの目的
広く一般市民を対象に我が国の移動・交通分野の
幅広い関係機関などと連携し、
ITSの発展・普及・実用化の促進と、
国際交流に関する事業を行い、産業の発展を通じて
一般市民が住みやすい活き活きした社会の実現を目指す

■ 主な事業と位置付け
事業： ①ITSの政策提言/普及促進

②関係者連携/国民理解の促進
③ITS世界会議の開催

位置付：①ITS推進における民間の代表的な立場
②関係省庁に対して中立

常任理事
13社

１．ITS Japanの活動概要

役員： 名誉会長 豊田 章一郎 トヨタ自動車株式会社 名誉会長
会長 佐々木 眞一 トヨタ自動車株式会社 元副社長 客員
副会長 池内 克史 東京大学 名誉教授

柴田 雅久 パナソニック株式会社 専務執行役員
会員数：259 正会員:183(企業163 団体20) 特別会員:20 賛助会員:52
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２．ITSとは・・・

ITS(Intelligent Transport Systems)とは
道路交通が抱える事故・渋滞や環境問題など様々な問題を

最先端の情報通信(情報化)と制御技術(知能化)により解決するシステム

安全 環境 快適
交通事故の削減 交通渋滞の解消 環境負荷の低減

ITSの目的

楽しさ・豊かさの追求

クルマ単体のみでは実現できず
公的な規格・インフラの整備(法制度整備も含む)等が前提
関係省庁との調整・政策への反映が必要な取り組み
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自動運転
MaaS

スマートシティ

官民連携活動

年
1996 2009 20112001 20151998

３．日本のITSの歴史
 ITSは、交通流円滑化･渋滞緩和から始まり、事故低減などの安全サービスに拡大
 将来的には自動運転やスマートシティ等に発展する見込み

渋滞緩和 事故低減
安全・安心
豊かさの追求

ITSスポット

光DSSS
VICS WIDE

ETC2.0

FAST
（現場急行支援システム）

PTPS
（公共車両優先システム）

HELP
（緊急通報システム）

VICS
累計6,940万台
R2年11月現在

ITS Connect
(760MHz帯利用)

ITS推進会議
(2004年)

ITS Green safety
官民ショーケース

(2013年)

官民ITS構想
ロードマップ
(2014年～)

ETC
累計10,186万件
R2年12月現在

◆760MHzを
ITSに割当て
(2013)

◆アナログTV停波
(2011年)

◆ITS世界会議(東京)◆ITS世界会議(名古屋)◆ITS世界会議(横浜)
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４．ITSが解決すべき社会課題
ITSのミッション ：安全･安心な交通社会の実現
代表的な取り組み：交通事故死傷者ゼロに向けた、交差点事故低減

緊急車両の安全･円滑な緊急走行支援 など

政府目標：交通事故死傷者2500人以下
・見通しの悪いケース
・ドライバーが見落とすケース

車間維持装置
衝突被害軽減ブレーキ
車線逸脱警報 など

ITSによる支援が有効 救急車の交通事故と救急搬送時間延伸が課題
⇒対策として、ITS技術に期待

＜2019年人身事故データ(警察庁)より＞



7

５．760MHz帯電波を利用したサービス (ITS Connect)

 車載センサでは捉えきれない見通し外の状況や信号等の情報を
通信によってドライバーに知らせることで安心･安全･快適な運転を支援

 道路と車両の通信(路車間通信)や車両同士の直接通信(車車間通信)を活用
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①安全運転支援車の普及
自動運転への適用

②鉄道や自転車
歩行者等へのサービス拡張

③スマートシティ社会
MaaSへの適用

６．ITS向け専用周波数の普及と将来展望

＜ITS無線機普及の推移＞ ＜将来展望＞

②自転車や歩行者への適用例
③スマートシティ社会の実現例

SIP第2期 自動運転(システムとサービスの拡張)

②踏切への適用例

①自動運転への適用例

通信活用が必須

ITS Japan資料より
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７．ITS向け専用周波数の海外動向

WRC19会合の結果
760MHz帯ITS周波数は
国際標準の一つとして合意された

ITS情報通信システム推進会議 2020年度VSCセミナー
総務省 ｢C-ITSや自動運転に対する総務省の取り組み｣ より

インド・フィリピン・台湾などの国･地域
を中心に、総務省も一体となった
導入検討を進めている
インドでは、緊急車両の接近情報や
高速輸送バス向けの交通信号制御に
760MHz帯電波を活用し実証推進中

9
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８．ITSに求められる周波数と周波数移行の影響

【ITSに求められる周波数】
人命にも関わる安全サービスには、高い信頼性が求められる
①通信負荷その他要因による通信遅延は、制御要求によって決まる範囲に収まること

※ベストエフォートのように、遅延が一定内に収まらないことが一番の問題
⇒この問題を回避するために、｢専用帯域による通信遅延の保証｣が必要

②交差点内の大型車等の陰、細街路の建物の陰などでも、電波が届き、サービス提供可能なこと
③クルマという高速移動体でも送受信できるアンテナの設計,搭載が可能なこと
⇒この2点に関し、｢760MHzを含むUHF帯域の周波数は、クルマにとって適している｣

【周波数移行の影響】
ITS周波数の移行には10年,20年オーダーの期間が必要
・クルマの買い替えサイクルは10年以上、また、交通インフラの耐用年数も約20年と聞いている
・無線機器、表示HMI、アンテナ等はクルマという商品と一体のため、
無線機器だけ付け替えるということが難しく、クルマの買い替えになってしまう
・周波数の変更は、通信機の仕様変更だけに収まらず、通信規格の整備に10年単位の活動を要す
・また、移行期間中のサービス継続のためには、新旧両方の規格の通信機搭載が必要となる
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９．まとめ

 ITSは、現在そして今後の安全・安心、快適なモビリティ社会の実現に必要な取り組み

 ITSの機能を満足させるためには、低遅延の保証ができる専用周波数が必須

 現ITS無線周波数の移行には困難な課題がある

⇒すでに割り当てがなされ、普及が進みつつある現周波数の継続活用が現実的
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